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付表 

   環境保全活動調査票 

   別表Ａ．JIG の報告すべき物質リスト 

   別表Ｂ．化学物質の詳細なリスト（CAS 番号／EC 番号付き） 

 

      ＊別表Ａ，Ｂは JIG-101 Ｅｄ4.1 より引⽤ 

        詳細は JGPSSI ホームページ参照願います。（http://www.jgpssi.jp/） 
  



 

 

１．はじめに 

 
 リーダー電⼦株式会社は「地球環境保全」を企業経営の最重要課題の⼀つと位置づけ、設計・開発か

ら⽣産、販売、商品廃棄に⾄る製品ライフサイクルの全段階で、積極的に取り組み、企業活動を推進
しています。 

 これらの活動は、今後なお⼀層効果的に⾏うことが重要になってきています。 
そのためには、⽇頃より部材調達などの⾯でご協⼒いただいているお取引先の皆様との連携の強化が
不可⽋であると考えています。特に、製品への環境配慮の推進にあたっては、お取引先の皆様との総
合的な取り組みにより、環境負荷の着実な低減と環境リスクを避けることが重要となります。 

 このような観点から、私たちリーダー電⼦と共に取り組んでいただきたい事項を、 
「グリーン調達ガイドライン」として取りまとめましたので、現在の環境対応の重要性をご理解の
上、ご協⼒を賜りますよう宜しくお願い致します。 

 
 
 

リーダー電⼦株式会社 環境推進委員会 
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２．リーダー電⼦の環境⽅針 
 
私たちは「環境⽅針」を制定し、これを基本に環境に配慮した企業活動を進めています。 
 
 
環境⽅針 
 
基本理念 

リーダー電⼦株式会社は、電⼦計測器の設計・開発、及び販売の業務を通じて、全ての段階において、

環境への影響を認識し、かけがえのない地球の環境負荷の低減と資源の有効活⽤を⽬指し、企業活動を

⾏います。 

 
⾏動指針 

1. 継続的改善及び汚染の予防に関する確約 

 当社の企業活動に関わる環境影響を把握、認識し、環境マネジメントシステムの継続的な改善を図る
とともに、環境保護と汚染予防に努めることを確約する。 

 
2. 法的要求事項及びその他要求事項に関する確約 
 当社に適⽤される環境に関する法規類、及び同意したその他要求事項の順守を確約する。 
 
3. 環境⽬的、⽬標の設定 
 環境⽅針達成のため環境⽬的・⽬標を設定するとともに、定期的な⾒直しを⾏い、環境保全活動を推

進する。 
 
4. 環境活動に関する重点テーマ 
 1) 環境有害物質の代替などを考慮した、環境に優しい製品開発 
 2) グリーン調達の推進 
 3) 廃棄物の適切な処理 
 
5. 環境⽅針の周知 
 環境⽅針は、社内外に公表するものとし、当社の全ての従業員に対し、環境⽅針の周知徹底と意識の

向上を図る。また協⼒会社に対しても、環境⽅針に基づいた活動の理解と協⼒を仰ぐ。 
 
 

2017 年 6 ⽉ 29 ⽇ 
リーダー電⼦株式会社 
代表取締役社⻑ ⻑尾⾏造 
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３．リーダー電⼦のグリーン調達の考え⽅ 
 

3.1 ⽬的 
  リーダー電⼦は、「地球環境の保全と循環型社会の実現」という基本理念に基づき、その⼀環とし

て、環境への負荷の少ない部品・材料・原料・製品・サービスのグリーン調達を推進します。 
 
 3.2 適⽤範囲 
    本ガイドラインは、リーダー電⼦における全ての調達品・サービス等に適⽤します。 
 
 3.3 ⽤語の定義 
    本ガイドラインで使⽤する、主な⽤語の定義は下記の通りです。 

【グリーン調達】 

    積極的に環境保全に取り組んでいるお取引先様から、再資源化、分解性、処理容易性、エネル
ギー性等を考慮した、環境負荷の少ない製品・サービス等を調達することです。 

【化学物質】 

       グリーン調達の観点で、リーダー電⼦が注⽬する物質。 
       別表Ａ「ＪＩＧの報告すべき物質リスト」、別表Ｂ「化学物質の詳細なリスト」を参照。 

【JGPSSI】 Japan Green Procurement Survey Standardization Initiative 

        グリーン調達調査共通化協議会。 
        電機・電⼦機器に関する化学物質含有調査の共通化による、信頼性のある円滑な調査を⽬的

に、調査対象物質リストと調査回答フォーマットを決めている。 
    グローバルなスタンダードを視野に、JIG を導⼊した。 

【JIG】 Joint Industry Guide 

    JGPSSI、⽶国電⼦⼯業会（EIA）、⽶国合同電⼦デバイス委員会（JEDEC）、欧州情報通信技
術製造者協会（EICTA）の各会員企業が、グローバルの必要性から策定した電機・電⼦機器製
品の含有科学物資情報開⽰に関するガイドライン。 

【特定有害 6 物質】 

         欧州 RoHS（電気電⼦機器に含まれる特定有害物質の使⽤制限）指令で⽰される物質 
 

【JAMP】 Joint Article Management Promotion 

アーティクルマネジメント推進協議会 
サプライチェーンにおける情報の円滑な開⽰を促進することをもって、⽇本における 

    産業の国際的な競争⼒確保とアジア諸国他海外を含めた製品含有化学物質の適切な管理の 
実現とＲＥＡＣＨ規則への対応を視野に⼊れ設⽴された。 

    情報伝達シートとして AIS／MSDSplus を⽤いる。 
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3.4 お取引先様の評価・選定基準 
お取引先様の選定に当たっては、品質（Ｑ）・価格（Ｃ）・納期（Ｄ）に加え、お取引先様の環境
保全活動への取り組み状況（Ｅ）を調査、評価します。 
この調査、評価結果をもとに環境に関する管理⽔準を、お取引先様毎に把握し、今後の環境活動に
役⽴てていきます。 
お取引先様におかれましても、本趣旨をご理解のうえ、各調査にご協⼒いただくとともに、環境活
動に積極的に取り組んでいただきますようお願い致します。 

 
3.5 調達品の化学物質含有に関する項⽬ 

リーダー電⼦では、化学物質の管理基準を JIG に従って１-R（現⾏法規制対象）、２-A（評価対
象）、３-Ｉ（報告対象）の区分で⾃主管理を⾏っています。 

 
※別表Ａ「JIG の報告すべき物質リスト」、別表Ｂ「化学物質の詳細なリスト」を参照。 

なお別表Ａ、Ｂは、JGPSSI 作成資料を引⽤しております。 
詳細は JGPSSI のホームページをご参照ください。（http://www.jgpssi.jp/） 

 
１-Ｒ 
 

以下を定めた現⾏法の規制を受ける材料と化学物質 
ａ）使⽤の禁⽌ 
ｂ）使⽤の制限、または 
ｃ）報告義務、またはその他の規制効果 

２-Ａ 
３-Ｉ 
 

以下の１つ以上の基準に合致するため、開⽰の必要性があると業界が判断した材料と化
学物質 

ａ）環境、健康、または安全の⾯から重⼤な影響がある材料や化学物質 
 ｂ）有害廃棄物管理を要求される可能性のある材料や化学物質 
 ｃ）使⽤済製品処理に悪影響を及ぼす可能性のある材料や化学物質 

調達品にこの⾃主管理物質が含まれる場合には、以下のご協⼒をお願い致します。 

区分 対応内容 
１-Ｒ 廃⽌代替  含有削減 
２-Ａ 
３-Ｉ 

適正管理 
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４．お取引先様への調査協⼒のお願い 
 
 リーダー電⼦は、お取引先様の環境保全活動状況、並びにお取引先様から購⼊ささせていただく調達

品の環境負荷物質とその量を把握することにより、環境に配慮した製品をお客様にお届けする取り組
みを継続して参ります。 

 お取引先様におかれましては、循環型社会の実現に向けた環境保全活動の継続的な取り組みと共に、
以下の調査資料のご提供をお願い致します。 

 
4.1 調査範囲 

① お取引先様の環境保全活動に関する調査 
リーダー電⼦が販売する製品を構成する部品、材料、設計、製造、販売、サービスの調達に該当
するお取引先様。 

② 調達品の化学物質含有に関する調査 
リーダー電⼦が⽣産材として調達する原材料、部品、半完成品、完成品等の調達品が対象となり
ます。 

4.2 調査内容および⽅法 
 ① お取引先様の環境保全活動に関する調査について 
   「環境保全活動調査票」に基づいてご回答いただき、必要事項をご記⼊のうえ、当社担当者にご

返却下さい。「環境保全活動調査票」は、本ガイドラインの調査票をコピー、当社ホームページ
よりダウンロード、または当社担当者より配付の⽅法何れかの⽅法で⼊⼿してください。 

 
   ② 調達品の化学物質含有に関する調査について 

この調査は、原則として新規調達品のお取引開始前に⾏います。尚、調査優先順位は、以下の順
位で⾏います。 

   順位１：特定有害６物質（RoHS 指令６物質） 
     順位２：別表Ａ「JIG の報告すべき物質リスト」中の１-Ｒ 物質 
     順位３：別表Ａ「JIG の報告すべき物質リスト」中の２-Ａ、３-Ｉ 物質 
 

※調査資料提出後、⼯程仕様に変更がある場合は事前に報告、再提出して下さい。尚、JIG フォー
マットで説明していますが、JAMP AIS/MSDSplus フォーマットの使⽤も可とします。 

 
ａ）特定有害６物質の調査 

   「調査回答ツールフォーマット」は「JGPSSI フォーマット（JIG フォーマット）」を使⽤しま
す。このフォーマットは当社担当者より電⼦データファイルとしてお送りしますが、JGPSSI の
ホームページよりダウンロードして使⽤することも出来ます。 
記⼊⽅法は、JGPSSI ホームページにある、「調査回答ツール・操作マニュアル」および「製品
含有化学物質調査回答マニュアル」をご覧下さい。 
回答は電⼦データファイルの場合、Ｅメールまたはフロッピーディスクを、⼿書きフォーマット
の場合は⽤紙を当社担当者にご提出下さい。 
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上記の他、当社担当者より以下の⽅法で調査と資料提出をお願いする場合があります。 
・調達品に対する RoHS 指令６物質の⾮含有保証書 
・調達品、構成材毎の RoHS 指令６物質の含有分析データ 
各資料には部品番号、調達品の品名・型式と社印を捺印し、当社担当者にご提出下さい。 

 
ｂ）別表Ａ「ＪＩＧの報告すべき物質リスト」中の１-Ｒ、２-Ａ、３-Ｉ 物質の調査 

   「調査回答ツールフォーマット」は「JGPSSI フォーマット（JIG フォーマット）」を使⽤しま
す。このフォーマットは当社担当者より電⼦データファイルとしてお送りしますが、JGPSSI の
ホームページよりダウンロードして使⽤することも出来ます。 
記⼊⽅法は、JGPSSI ホームページにある、「調査回答ツール・操作マニュアル」および「製品
含有化学物質調査回答マニュアル」をご覧下さい。 
調査回答は、電⼦データファイルの場合、Ｅメールまたはフロッピーディスクを、⼿書きフォー
マットの場合は⽤紙を当社担当者にご提出下さい。 

 
4.3 調査頻度 

① お取引先様の環境保全活動に関する項⽬ 
定期的（３年毎）に調査を実施致します。 

 
② 調達品の化学物質含有に関する項⽬ 

必要に応じ、調査を実施致します。 
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５．グリーン調達ガイドラインの運⽤ 
 

本ガイドラインは次のように運⽤、管理します。 
 

リーダー電⼦ お取引先様 

 

ガイドライン配付 

 

内容確認、評価 

 

 

評価通知 

 

お取引先様データ管理 

調達品の環境負荷物質 データ管理 

 

環境活動に活⽤ 

 

確認 

 

環境保全活動調査票・記⼊ 

調達品の化学物質含有調査資料の記⼊・作成 

 

確認・改善活動 

 
 
６．グリーン調達ガイドラインの改訂について 

 
この「グリーン調達ガイドライン」は法制度や社会動向により、予告なく改訂する場合があります。 
改訂が⽣じた場合、ホームページに掲載するとともに、速やかにその内容をご連絡申し上げます。 
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